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介護予防の特定高齢者施策では，65歳以上の高齢者の５％相当を事業の参加者と見込んでい
たが，実際の参加者は0.14％と少なく，事業の見直しが求められている。そこで，特定高齢者
に該当するような虚弱高齢者の特徴，スクリーニングの場とされている健診を受診しないこと
と関連する因子，健診以外のスクリーニング方法の可能性について検討した。
９自治体に居住する要介護認定を受けていない65歳以上の高齢者を対象とした。特定高齢者

施策の対象者選定で用いられる基本チェックリストに類似した項目を含む自記式調査票を郵送
で配布回収した。分析対象は，39,765名（回収率60.8％）で，性別，年齢，治療の有無，通院
頻度，主観的健康感，飲酒，喫煙，老研式活動能力指標， （高齢者うつ尺度）15項目版，
健診受診の有無，所得，教育年数，気兼ねなく外出できる場所の項目を用いた。
「特定高齢者」には，28.2％が該当した。年齢が高く，女性で，医療機関での治療や通院を

し，毎日３合以上飲酒や喫煙をしており，活動能力が低く，主観的健康感が悪くうつ傾向・う
つ状態で，社会経済的階層が低い者が多かった。なかでも，主観的健康感のよくない者で65.2
％ととてもよい者（10.2％）の６倍，等価所得300万円以上で21.1％に対し，50万円未満では
35.9％と1.7倍も多くみられた。健診未受診者は，年齢が高く，医療機関での治療や通院をし
ておらず，飲酒や喫煙をしており，活動能力が低く，主観的健康感や が悪く，社会経済
的階層が低い者が多かった。今回の調査で把握できた「特定高齢者」のうち46.1％は健診未受
診者であった。健診以外のスクリーニングの場をさぐるために高齢者が気兼ねなくいける外出
先をみたところ，公共施設や仕事場は少なく，自宅周辺，病院・診療所が多かった。
健診には元気な人ほど来ており，介護予防事業の対象となる「特定高齢者」の半数は受診し

ていなかった。健診を介してスクリーニングする方法にだけ頼るのには限界があると思われる。
医療機関や郵送アンケートの活用，社会経済的な地位が低い人に虚弱な高齢者が多いことに着
目したアプローチなどを考えるべきであろう。

介護予防，特定高齢者，虚弱高齢者，健診，社会経済的因子

Ⅰ

介護保険の給付費・保険料の抑制を目的とし
て介護予防施策が2006年度から拡充された。そ
の中の，「特定高齢者施策」は，要介護認定は

受けていないが要介護状態等となるおそれの高
い虚弱な高齢者を対象としている。虚弱な状態
は，身体的疾患により生じるものばかりではな
く，閉じこもりや低所得など「健康の社会的決
定要因」1)が関与していると考えられる。根拠
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変数 設問 分析方法

健診受診の
有無

あなたはいままでに，職場
や医療機関などで，健診や
成人ドックなどを受けまし
たか

「１年以内に受けた」「２～３年以内に受け
た」「４年以上前に受けた」「受けていない」
の４件法で回答を求め，１年以内に健診を受
けた者を「受診あり」とし，それ以外を
「（１年以内に）受診なし」とした。

治療の有無 現在，治療を受けています
か

「病気や障害はない」「病気・障害はあるが
現在は治療の必要なしといわれている」「自
分の判断で治療は中断している」を「治療な
し」，「現在，治療中である」を「治療あり」
とした。

疾患数

治療あり群に対し，示された病名や障害リス
トの中で当てはまるものすべてに○をつけて
もらった。合計の疾患数が０（治療なし），
１つ，２つ，３つ以上の４段階に分けた。

通院頻度
病院・診療所への通院のた
めの外出はどのくらいの頻
度でしていますか

「週１回程度（ほぼ毎日，週２～３日，週１
回程度）」「月１～２回」「年に数回」「してい
ない」の４段階に分けた。

主観的
健康感

現在のあなたの健康状態は
いかがですか

「とてもよい」「まあよい」「あまりよくな
い」「よくない」の４件法で把握した。

飲酒

お酒は飲みますか（日本酒
１合は，ビールで中ビン１
本，ウイスキーでシングル
２杯と考えてください

「飲まない」「毎日３合未満飲む（ときどき
飲む，毎日飲むが平均1.5合以下，毎日1.5
合～３合飲む）」「毎日３合以上」の３段階に
分けた。

喫煙 タバコは吸いますか

「現在，喫煙していない（５年以上前から吸
わない，５年前は吸っていたが今は吸わな
い）」「現在も喫煙している」の２つに分け
た。

老研式活動
能力指標

点数が高いほど，能力が高いことを示すよう
13項目について「はい」を１点，「いいえ」
を０点とし，13点，９～12点，８点以下の３
群に分けた。

15項目版12)

４以下を「うつなし」，５～15を「うつ傾
向・うつ状態」の２つに分類した。

所得 世帯所得（年収）を構成人数の平方根で除し
た等価所得を用いた。

教育年数 あなたが受けられた学校教
育は何年でしたか

「６年未満」「６～９年」「10～12年」「13年
以上」「その他」の５件法。

高齢者が気
兼ねなく行
ける外出先

あなたが気兼ねなく行ける
外出先はどこですか
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に基づく介護予防政策立案のためには，まずは
特定高齢者に相当する虚弱高齢者の特徴を明ら
かにすることが必要である。
特定高齢者施策では，65歳以上の高齢者人口

の約５％を事業の参加者と見込んでいた。しか
し実際には0.14％と参加者が少なく2)，実施に
支障をきたした。この理由の１つは，健診受診
者を対象に特定高齢者をスクリーニングしたこ
とである。そのため，１年後には判定基準の見
直しや，健診に限らないスクリーニング方法の

拡大が行われた2)。
健診受診を介したスクリーニングがうまく機
能しなかった１つの理由として，健診を受診す
る人には元気な人が多く，健康状態の悪い人は
むしろ健診を受診していない可能性が考えられ
る。なぜなら，先行研究をみると，高齢である
こと3)4)に加え，何らかの疾病を抱えているよ
うな虚弱な人ほど4)-9)，健診未受診となる傾向
があるからである。しかし，細かく先行研究を
検討すると，すべての報告にこのような傾向が

みられるわけではない。ま
た，その理由についても，
十分に解明されているとは
いえない。例えば，高齢に
なるほど健診未受診者が増
えるのは，虚弱になり移動
能力が低下する5)以外にも，
医療機関において疾患に対
する治療を受けているため，
健診を受けなくなる可能性
も考えられる。また，虚弱
高齢者と健診未受診者に共
通する背景要因として社会
経済的因子も考えられる。
社会階層が低い者ほど，う
つをはじめとする不健康状
態が多いなど「健康格差」10)

が認められ，健診未受診者
も多いことが報告されてい
るからである11)。
さらに2008年度は，介護
予防重視システム導入３年
目に当たり，その効果の検
証にもとづく施策の見直し
が行われている。
以上を踏まえた本研究の
目的は次の３点である。
第１に「特定高齢者」に
相当する虚弱高齢者と関連
する因子を明らかにする。
第２に健診未受診と関連す
る因子について，年齢や老
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研式活動能力指標，社会経済的因子との関係も
明らかにする。第３にスクリーニング方法の見
直しの方向を探るため，健診以外の方法の可能
性について検討する。これらから，介護予防施
策のうちの特定高齢者を対象とするハイリスク
戦略について，見直しの必要性と手がかりを示
したい。

Ⅱ

９自治体に居住する要介護認定を受けていな
い65歳以上の高齢者を対象とした。用いたのは

（
；愛知老年学的評価研究）プロジェク

ト10)13)の一部（2006～07年データ）である。自
記式調査票を2006年から2007年にかけて配布し，
郵送で回収した。配布数65,398名，回収数
39,765名，回収率60.8％である。

分析には， に示した項目を用いた。なお，
自治体によって調査票から省いた項目があるた
め，治療の有無と喫煙については31,080名，所
得は27,274名が分析対象である。
本研究では，要介護リスクの判定には「特定

高齢者把握事業」のスクリーニングに用いられ
る「基本チェックリスト」とほぼ同等の項目
（自記式調査では回答できない項目：血清アル
ブミン値，反復唾液嚥下テスト，などは除外）
を用いた。特定高齢者把握事業における判定基
準に該当する者を「特定高齢者」と定義した。

まず「特定高齢者」との関連因子，次に「健
診未受診」との関連因子を検討した。少なから
ず欠損値がみられる項目があったため，欠損値
も示した。
一般線形モデルを用いて年齢の影響を調整し

た。「特定高齢者」「健診未受診」と基本属性と
の関係には，χ2 検定を用い，各項目の欠損値
を除いた群間の差の検定を行った。分析には

を用いた。

Ⅲ

全体で11,196名（28.2％）が「特定高齢者」
に該当した。男女とも，年齢が高いほど，性別
については，女性で「特定高齢者」の割合が統
計学的に有意に大きかった。
治療を受けている，通院頻度が高い，主観的
健康感が悪い，毎日３合以上飲酒をする，喫煙
をする，老研式活動能力指標が低い，うつ傾
向・うつ状態である者で，そうでない者に比べ
「特定高齢者」が有意に多かった。なかでも，
主観的健康感は，よくない者では65.2％，とて
もよい者では10.2％と，特定高齢者に該当する
者の割合の差が大きかった。
社会経済的因子については，300万円以上

21.1％，50万円未満35.9％など，所得が低く，
教育年数が短いほど，「特定高齢者」が多かっ
た。
「特定高齢者」は，受診あり（26.3％）より
も，受診なし（30.4％）に多かった。

健診未受診者は，16,633名（41.8％）であっ
た。健診未受診者の割合は，年齢が高いほど，
女性より男性で，治療を受けていない，通院を
していない，主観的健康感が悪い，毎日３合以
上飲酒をする，喫煙者，老研式活動能力指標が
低い，うつ傾向・うつ状態の者で，有意に大き
かった。
社会経済的因子と健診との関連については，
所得が低く，教育年数が短いほど，未受診者が
多かった。
健診を受診していない者は「特定高齢者」非
該当者（40.8％）に比べ，「特定高齢者」で
45.5％と，多かった。

健診以外にどのような場所でスクリーニング
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分 析
対象者

特定高齢者

総数 男性 女性

ｎ ％ 年齢調
整(％) ｐ値 ｎ ％ 年齢調

整(％) ｐ値 ｎ ％ 年齢調
整(％) ｐ値

総数

年齢
65～70歳未満
70～75歳未満
75～80歳未満
80～85歳未満
85歳以上
欠損値
性別
男性
女性
欠損値
治療
なし
あり
欠損値
疾患数
０
１
２
３以上
欠損値
通院頻度
週１回程度
月１～２回
年に数回
していない
欠損値
主観的健康感
とてもよい
まあよい
あまりよくない
よくない
欠損値
飲酒
飲まない
毎日３合未満
毎日３合以上
欠損値
喫煙
喫煙していない
喫煙している
欠損値
老研式活動能力指標
13点(満点)
９～12
８点以下
欠損値

うつなし
うつ傾向・うつ状態
欠損値
学校教育
13年以上・その他
10～12年
６～９年
６年未満
欠損値
等価所得
300万円以上
200～300万円未満
100～200万円未満
50～100万円未満
50万円未満
欠損値
健診
受診なし
受診あり
欠損値

注 ＊ｐ＜0.01
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分 析
対象者

健診未受診

総数 男性 女性

ｎ ％ 年齢調
整(％) ｐ値 ｎ ％ 年齢調

整(％) ｐ値 ｎ ％ 年齢調
整(％) ｐ値

総数

年齢
65～70歳未満
70～75歳未満
75～80歳未満
80～85歳未満
85歳以上
欠損値
性別
男性
女性
欠損値
治療
なし
あり
欠損値
疾患数
０
１
２
３以上
欠損値
通院頻度
週１回程度
月１～２回
年に数回
していない
欠損値
主観的健康感
とてもよい
まあよい
あまりよくない
よくない
欠損値
飲酒
飲まない
毎日３合未満
毎日３合以上
欠損値
喫煙
喫煙していない
喫煙している
欠損値
老研式活動能力指標
13点(満点)
９～12
８点以下
欠損値

うつなし
うつ傾向・うつ状態
欠損値
学校教育
13年以上・その他
10～12年
６～９年
６年未満
欠損値
等価所得
300万円以上
200～300万円未満
100～200万円未満
50～100万円未満
50万円未満
欠損値
特定高齢者
非該当

注 ＊ｐ＜0.01

該当
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注 総数には所得不詳を含む。

（単位 ％，（ ）内人）

特定高齢者

総数
所得

200万円未満 200万円以上

自宅周辺
病院・診療所
商店・飲食店
友人宅
田や畑
公共施設
仕事場
特になし
その他
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することで，より多くの「特定高齢者」を
把握できるのかをさぐるために，高齢者が
気兼ねなく行ける外出先を集計した。その
結果，自宅周辺（6,349名，56.7％），病
院・診療所（5,483名，49.0％）が多かっ
たが，公共施設（1,567名，17.1％）や仕
事場（1,061名，9.5％）は少なかった。
また，所得の高低 （200万円以上，200

万円未満）に２区分し比較した結果，ほと
んどの外出先において，所得が低い者で，
気兼ねなく外出できる割合が少なかった。
しかし，田や畑に関しては，所得が低い方
が有意に高かった（200万円未満35.3％，200万
円以上29.4％）。

Ⅳ

今回の調査で，男性で４人に１人，女性で３
人に１人もの人が特定高齢者の候補に該当した。
このことから「特定高齢者」判定基準そのもの
は，対象者が集まらない理由ではないことが確
認された。
「特定高齢者」は，医療機関に通院し治療を

しており，老研式活動能力指標が低く，主観的
健康感や が悪かった。このことは，基本
チェックリストとその判定基準は，それなりに
「虚弱な高齢者」を把握していると考えられた。
一方，現在の基本チェックリストの25項目に

は含まれていない主観的健康感は注目に値する。
「特定高齢者」の割合は，主観的健康感が「よ
くない」と回答する者は65.2％と，「とてもよ
い」とする者（10.2％）に比べ，約６倍大き
かった。今回検討した他項（３倍程度）よりも
明らかに大きく，かつ「よくない」と答えた者
の３人に２人が「特定高齢者」に該当した。ま
た，主観的健康感は，機能低下14)や死亡15)の予
測力を持つことも，多くのコホート研究で報告
されており，「特定高齢者」選定のための尺度
として優れている可能性が示された。
また，高所得層に比べ低所得層で約２倍など，

社会経済的階層が低い者に虚弱高齢者が多いこ

とも注目に値する。

先行研究3)4)で示されているように，男女と
も年齢が高くなるほど健診未受診者は多かった。
年齢の影響を考慮しても，老健式活動能力指標，
主観的健康感， などで虚弱性を示す者ほ
ど健診未受診が多かった。このような虚弱な者
を健診で把握をすることをめざすのであれば，
高齢者が気兼ねなく行ける外出先として，自宅
周辺が一番多いことを考慮する必要がある。例
えば，滋賀県高島郡朽木村では，従来は村内の
１カ所で行われていた健診会場を村内17カ所に
増やしたことで健診受診者が1.8倍になったと
いう報告4)がある。自宅周辺で受診できるよう
に市町村の少数カ所でなく多数のカ所で健診を
行うことにより対象者が増える可能性は高い。
健診未受診と社会経済的因子の関係を分析し
た結果，2003年調査11)と同様に，社会経済的な
階層が低い者ほど，健診を受診していないこと
が再確認できた。しかも，社会階層が低い者に
は，特定高齢者に該当する虚弱な者が多い。今
後は，所得水準や数十年も前に受けた教育など
が，健診受診や虚弱性に関連していることを考
慮した制度設計が必要である。例えば多くの地
域包括支援センターでは訪問活動によって，独
居や閉じこもり，生活困窮世帯を把握している。
その情報を生かした取り組みなどが考えられる。
今回の調査では，職場や医療機関などでの健
診や成人ドックまで含まれているにもかかわら

6― ―



第56巻第３号「厚生の指標」2009年３月

ず，健診未受診者は把握できた「特定高齢者」
11,196人のうち5,157人（46.1％）と半数で
あった。つまり，健診受診者を対象とするスク
リーニング方法では，特定高齢者の半数を把握
できない可能性が高いことを意味する。佐藤
ら16)の研究においても特定高齢者に相当する高
齢者は，医療を必要とする高齢者を含めても生
活機能評価受診者の2.66％であり，集団方式の
受診者は活動度が比較的高い，元気高齢者にか
たよるとされている。
以上から，健康な人の方が健診を受診してい

ること，したがって健診受診者を対象に，ハイ
リスク者をスクリーニングする方法にだけ頼る
方法は見直すべきであることが明らかと思われ
た。

特定高齢者の半数が健診を受けていなかった。
つまり，虚弱な高齢者を把握するには，健診以
外のスクリーニング方法も考慮すべきである。
健診以外のスクリーニング方法を探るために，
高齢者が気兼ねなく行ける外出先をみたところ，
自宅周辺に次いで，病院・診療所が多かった。
特定高齢者の把握が進んでいる自治体の取り組
みとして，医療機関との連携があげられてお
り2)，医療機関への受診率が高い高齢者には，
このような取り組みが効果的と考えられる。介
護予防事業の円滑な実施を図るための指針（厚
生労働省）17)においても，健診以外の方法とし
て，保健師，医療機関など様々な機会で実施に
努めるものとされている。一部の先駆的な自治
体の取り組みが紹介されているが，今後，全国
各地で取り組む具体的な方法の提示が必要であ
る。
今回の郵送アンケート法を用いた調査では，

回答者の28.2％が「特定高齢者」に該当した。
回収率が60.8％であっても，健診を通じたスク
リーニングによって把握される者よりもはるか
に多い。郵送調査も，効率の良いスクリーニン
グ方法の１つである可能性がある。

Ⅵ

本研究では，基本チェックリストに類似した
項目のアンケート調査への回答が，特定高齢者
把握事業の判定基準に該当した者を「特定高齢
者」とした。そのため，厳密にいえば，基本
チェックリストを用いて特定高齢者施策の対象
者として選定された者とは異なっている。本調
査の回収率は60.8％である。未回収の人は低所
得の人に多いことがわかっている10)ので，未回
収の４割の人には虚弱な人がさらに多い可能性
が高い。そのため本研究の「特定高齢者」や健
診未受診者の割合，社会経済的因子との関連の
大きさは，真の値よりも小さいと推測される。

Ⅶ

本論文では，ハイリスク戦略である特定高齢
者施策における，スクリーニング法の見直しの
必要性を示し改善策をさぐってきた。しかし，
スクリーニング法の改善で，介護予防事業の効
果が大きくなるとは限らない。スクリーニング
後に提供されるプログラムの効果が乏しければ
スクリーニング法を改善しても，介護予防の効
果は上がらないからである。実際に，現在の介
護予防事業の特定高齢者施策では，要介護認定
を受ける人の割合の抑制は有意な水準でなかっ
たと報告されている18)。
今後は，スクリーニング法の改善だけではな
く，その後のプログラムのあり方も含めた介護
予防事業全体の見直しが必要であろう。また社
会経済的な地位が低い人に特定高齢者も健診未
受診者も多いことなど，「健康の社会的決定要
因」1)に着目したアプローチが必要である。さ
らに今回検討したハイリスク戦略だけではなく，
ポピュレーション戦略による介護予防プログラ
ム開発の重要性を指摘しておきたい。

１）
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